
取組事項　一覧（比較表）

二次計画

「消費者啓発講座」によるお金や物を大切に扱うことについての意識を身に
つけるための情報提供（保護者に対する取組を含む）

「消費者啓発講座」等によるお金や物を大切に扱うことなどについて意識を
身に付けるための情報提供（保護者に対する取組を含む）

「消費者教育の担い手育成事業」による幼児期を対象とした消費者教育活
動の実践支援

幼児期を対象とした消費者教育活動における担い手育成、活用

「共育支援メニューフェア事業」に通じた幼児教育関係者への消費者教育の
情報提供

削除 （事業終了のため）

新規 幼児向け教材の提供、活用促進

新規
（幼児教育関係者、保護者に対して）幼児の事故に関する注意喚起情報の
発信

「消費者教育の担い手育成事業」における学校の取組支援（デモ授業の開
催と教材等の貸与）

「消費者啓発講座」による不動産賃貸借の契約や、クレジットやローンなど、
（社会に出て行こうとする）若者が身に付けるべき知識の情報提供

「消費者啓発物品等作成・配布」による子供が巻き込まれやすい代表的なト
ラブル事例などの情報提供

「消費者啓発物品等作成・配布」による子供が巻き込まれやすい代表的なト
ラブル事例などの情報提供

教員自らが実践できる消費者教育に関する県独自教材の確保・提供 教員自らが実践できる消費者教育に関する教材の提供（情報提供を含む）

「共育支援メニューフェア事業」を通じて、学校関係者への消費者教育の情
報提供

削除 （事業終了のため）

新規
成年年齢引下げや不安をあおって契約させる商法（霊感商法等）等、消費
者被害に遭いやすい類型・手法等について注意喚起や周知、啓発

「消費者啓発講座」による不動産賃貸の契約や、クレジットやローンなど、
（社会に出て行こうとする）若者が身に付けるべき知識の情報提供

「消費者教育講座」により「消費者市民社会」の一員として行動できる「自立
した消費者」を育成

「消費者啓発物等作成・配布」による若者が巻き込まれやすい代表的なトラ
ブル事例などの情報提供

「消費者啓発物品等作成・配布」による若者が巻き込まれやすい代表的なト
ラブル事例などの情報提供

「消費者教育の担い手育成事業」として教員等になる学生を対象とした消費
者教育の実践支援

消費者教育の担い手となる学生等を対象とした消費者教育の実践支援

新規
成年年齢引下げや不安をあおって契約させる商法（霊感商法等）等、消費
者被害に遭いやすい類型・手法等についての注意喚起や周知、啓発

取組事項　　　　

三次計画（案）

学校におけるデモ授業、消費者啓発講座等による学校の取組支援（イン
ターネット、契約、金融等）

消費者市民社会構築に向けた、「消費者啓発講座」等による契約、インター
ネット、クレジットやローンなど、（社会に出ていこうとする）若者が身に付ける
べき知識の情報提供

ライフステージや
場の特性に応じ
た取組の推進

幼稚園、保育
所、認定こども園

小・中・義務教育
学校、高等学
校、特別支援学

校

大学、専門学校
等

学校等
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二次計画

取組事項　　　　

三次計画（案）

「生活教養講座」の実施
「生活教養講座」の実施
（デジタル機器によるトラブルの未然防止等）

「消費者啓発講座」の実施 「消費者啓発講座」の実施

市町村、関係機関等を通じた「消費者啓発物品等作成・配布」による成人及
び高齢者が巻き込まれやすい代表的なトラブル事例などの情報提供

「消費者啓発物品等作成・配布」による成人及び高齢者が巻き込まれやす
い代表的なトラブル事例などの情報提供

「高齢者・障害者に係る消費者被害防止ネットワーク」による消費者被害防
止のための注意喚起情報等の情報提供

「高齢者・障害者に係る消費者被害防止ネットワーク」による消費者被害防
止のための注意喚起情報等の情報提供

全市町村における高齢者や障害者の消費者被害防止のための見守りネット
ワークの構築支援

見守りネットワークの構築支援
（消費者安全確保地域協議会の設置促進、消費生活相談窓口へ繋ぐ体制
の強化等）

「見守り活動の中心となる市町村担当者や民生委員等を対象とした研修会・
意見交換会」の実施や、県・市町村の消費生活相談窓口の周知による高齢
者等の見守りに関わる関係機関から消費生活相談窓口へ繋ぐ体制の強化

見守り活動に関わる市町村担当者や地域の担い手等を対象とした研修会・
意見交換会の実施

「消費者教育の担い手育成事業（再掲）」による地域における消費者教育の
実践支援

地域における消費者教育の担い手の育成、実践支援

「共育支援メニューフェア事業（再掲）」による社会教育関係者への消費者教
育の情報提供

削除 （事業終了のため）

新規
不安をあおって契約させる商法（霊感商法等）等、消費者被害に遭いやすい
類型・手法等についての注意喚起や周知・啓発

「生活教養講座による身の回りのリスクの存在を認識し、日常のリスクを減
らすための情報提供

安全な商品の選び方やお金や物の大切に扱うことの意識を身に付けるため
の情報提供や普及啓発

「消費者啓発物品等作成・配布」による身の回りのリスクの存在を認識し、日
常のリスクを減らすための情報提供、普及啓発

「消費者啓発物品等作成・配布」による消費者被害防止や消費者市民社会
構築に向けた情報提供、普及啓発

「消費者啓発講座」による幼児を持つ家庭向けの情報提供 「消費者啓発講座」の実施

「消費者教育の担い手育成事業（再掲）」によるお金や物の大切に扱うこと
の意識を身に付けるための消費者教育の実践支援

幼児に向けた絵本の読み聞かせ等によりお金や物を大切に扱うことの意識
を身に付けるための消費者教育を実践する担い手の育成、支援

新規
「成年年齢引下げ」による若年者の被害防止に向け、家庭内で意識共有し、
親が子供を見守る体制構築のための情報提供、普及啓発

新規 幼児の事故に関する注意喚起情報の発信

「消費者啓発講座」の実施（新入社員研修など） 「消費者啓発講座」の実施や啓発チラシ配布等による情報提供

事業者向け研修会の開催 事業者向け研修会の開催

職域

「生活教養講座」の実施
（身の回りのリスク管理、安全な商品の選び方等）

地域

家庭

地域社会
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二次計画

取組事項　　　　

三次計画（案）

消費者行政と教育行政のそれぞれの取組の共有と効果的な連携方法の検
討

消費者行政、教育行政間で取組の共有、連携

教員自らが実践できる消費者教育に関する教材の確保・提供
教員自らが実践できる消費者教育に関する教材の提供（情報提供も含む）、
活用支援

「専門研修事業」や「教員向け消費者教育セミナー」など教員が消費者教育
を実践するための研修等の充実

「専門研修事業」や「教員向け消費者教育セミナー」など教員が消費者教育
を実践するための研修等の充実

地域における消費者教育の担い手の発掘、育成と学校との連携手法 教員を消費者教育の担い手として育成するためのデモ授業等の実施

「高齢者・障害者に係る消費者被害防止ネットワーク」を通じた注意喚起情
報などの情報発信の連携と高齢者・障害者に係る消費者被害防止ネット
ワークの今後の在り方や関係機関における相互連携等の効果的な手法の
検討

「高齢者・障害者に係る消費者被害防止ネットワーク」を通じた注意喚起情
報などの情報発信、連携

全市町村における高齢者や障害者の消費者被害防止のための見守りネット
ワークの構築支援

見守りネットワークの構築支援
（消費者安全確保地域協議会の設置促進、消費生活相談窓口へ繋ぐ体制
の強化等）

「見守り活動の中心となる市町村担当者や民生委員等を対象とした研修会・
意見交換会」の実施や、県・市町村の消費生活相談窓口の周知による高齢
者等の見守りに関わる関係機関から消費生活相談窓口へ繋ぐ体制の強化

見守り活動に関わる市町村担当者や地域の担い手等を対象とした研修会・
意見交換会の実施

「消費者啓発講座」や「消費者啓発物品等作成・配布」等による障害者に対
する消費者トラブル等に関する情報提供

障害者等に対する消費者トラブル等に関する情報提供

新規
警察による特殊詐欺対策等との連携
　（周知・啓発、見守りネットワークの強化、研修会の実施　等）

「消費者教育担い手育成事業」における学校の取組支援（環境、食育など） 環境、食育、金融等に関する各種団体等との連携、取組支援

「生活教養講座」の実施（環境、食育など） 「生活教養講座」の実施（環境、食育など）

「消費者啓発講座」の実施（食育など） 「消費者啓発講座」の実施（食育、金融など）

「消費者啓発物品等作成・配布」による消費者トラブル等に関する情報提供
（国際理解など）

「消費者啓発物品等作成・配布」による消費者トラブル等に関する情報提供
（外国人向けなど）

「共育支援メニューフェア事業」を通じて、教育関係者への消費者教育の情
報提供（食育、国際理解など）

削除 （事業終了のため）

教育行政分野と
の連携

教育行政分野や
福祉行政分野な
ど県関係機関と
の連携

福祉行政分野等
との連携

関係機関等との
連携・協働

その他、消費者
教育関係分野
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二次計画

取組事項　　　　

三次計画（案）

「生活教養講座」の講師派遣に関する連携 「生活教養講座」等への講師派遣に関する連携

各種団体が行う取組との連携 各種団体が行う取組との連携、情報発信

事業者のＣＳＲ活動などの消費者市民社会の形成に関する取組との連携 事業者のＣＳＲ活動などの消費者市民社会の構築に関する情報共有、発信

「共育支援メニューフェア事業」を通じて、学校・地域における消費者教育分
野の講師派遣等に関する連携

削除 （事業終了のため）

「生活教養講座」における災害等、非常時における消費者としてふさわしい
行動を考えるきっかけの情報提供

「生活教養講座」における災害等、非常時における消費者としてふさわしい
行動を考えるきっかけの情報提供

「消費者啓発物品等作成・配布」による災害等、非常時に役立つ物品等の
周知

「消費者啓発物品等作成・配布」による災害等、非常時に役立つ物品等の
周知

専門士業団体連絡協議会等、様々な主体と連携し、消費者としてよりふさわ
しい行動を考えるきっかけとなる情報の発信

各種団体等、様々な主体と連携し、消費者としてよりふさわしい行動を考え
るきっかけとなる情報の発信

災害発生時における緊急性・必要性の高い生活関連物資に関する情報や、
被災者支援情報などの適切な情報提供

災害発生時における緊急性・必要性の高い生活関連物資に関する情報や、
被災者支援情報などの適切な情報提供

「消費者教育の担い手の育成事業」による地域に潜在する人材の発掘と育
成

消費者教育の担い手となる地域に潜在する人材の発掘と育成

地域住民と消費者教育の担い手をつなぐコーディネーターの育成 地域住民と消費者教育の担い手をつなぐコーディネーターの育成

「消費生活サポーター」の育成とその活動支援 「消費生活サポーター」の育成とその活動支援

「消費生活相談員養成事業」の実施 「消費生活相談員養成事業」の実施

「見守り活動の中心となる市町村担当者や民生委員等を対象とした研修会・
意見交換会」の実施

見守り活動に関わる市町村担当者や地域の担い手等を対象とした研修会・
意見交換会の実施

「専門研修事業」や「教員向け消費者教育セミナー」など教員が消費者教育
を実践するための研修等の実施

「専門研修事業」や「教員向け消費者教育セミナー」など教員が消費者教育
を実践するための研修等の実施

消費者教育の担い手の育成

消費者団体、専門士業団体、事業
者等との連携

災害時、非常時における消費行動
の情報提供と関係機関との連携
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二次計画

取組事項　　　　

三次計画（案）

地方消費者行政推進交付金等を活用した市町村が実施する消費者教育の
取組に関する財政支援

地方消費者行政強化交付金を活用した市町村が実施する消費者教育の取
組に関する財政支援

消費生活相談員のスキルアップと消費者教育の実践支援 消費生活相談員のスキルアップと消費者教育の実践支援

「消費者教育の担い手の育成事業」における市町村の取組との連携 消費者教育の担い手の活用など、市町村の取組との連携

「消費者啓発講座」の実施における連携 「消費者啓発講座」の実施における連携

「消費者行政担当者研修」の実施 「消費者行政担当者研修」の実施

「見守り活動の中心となる市町村担当者や民生委員等を対象とした研修会・
意見交換会」における市町村担当者の参加による養成等

見守り活動に関わる市町村担当者や地域の担い手等を対象とした研修会・
意見交換会の実施

「消費生活サポーター」と市町村の連携支援 「消費生活サポーター」と市町村の連携支援

市町村における高齢者や障害者の消費者被害防止のための見守りネット
ワークの構築支援

見守りネットワークの構築支援
（消費者安全確保地域協議会の設置促進、消費生活相談窓口へ繋ぐ体制
の強化等）

消費者トラブル事例や注意喚起情報などの市町村に対する情報発信 消費者トラブル事例や注意喚起情報などの市町村に対する情報発信

市町村の取組支援
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